







































ある。実際、2012 年 5 月 5 日以降、日本国内のすべての原発の商業運転は














　2014 年 1 月 1 日現在、世界で運転中の原発は、426 基、3 億 8635 万キロ









（万キロワット） 運転中 建設中計画中 合計 備考
第1位 アメリカ 1億328 㻝㻜㻜 㻡 㻡 㻝㻝㻜 建設中４基東芝・ＷＨ社(AP1000)受注
第2位 フランス 㻢㻡㻤㻤 㻡㻤 㻝 㻡㻥
第3位 日本 㻠㻠㻞㻢 㻠㻤 㻠 㻤 㻢㻜
第4位 ロシア 㻞㻡㻝㻥 㻞㻥 㻝㻝 㻝㻣 㻡㻣
第5位 韓国 㻞㻜㻣㻝 㻞㻟 㻡 㻠 㻟㻞
第6位 中国 㻝㻠㻣㻤 㻝㻣 㻟㻝 㻞㻟 㻣㻝 建設中４基東芝・ＷＨ社(AP1000)受注
第7位 カナダ 㻝㻠㻞㻠 㻝㻥 㻝㻥
第8位 ウクライナ 㻝㻟㻤㻝 㻝㻡 㻞 㻝㻣
第9位 ドイツ 㻝㻞㻢㻥 㻥 㻥
第10位 イギリス 㻝㻜㻤㻢 㻝㻢 㻞 㻝㻤 新設2基に中国も参加
第11位 スウェーデン 㻥㻠㻞 㻝㻜 㻝㻜
第12位 スペイン 㻣㻟㻥 㻣 㻣
第13位 ベルギー 㻢㻝㻥 㻣 㻣
第14位 台湾 㻡㻞㻠 㻢 㻞 㻤 建設中２基(ABWR)（東芝、日立）現在中断
第15位 インド 㻠㻣㻤 㻞㻜 㻣 㻢 㻟㻟
第16位 チェコ 㻠㻝㻡 㻢 㻞 㻤
第17位 スイス 㻟㻠㻢 㻡 㻡
第18位 フィンランド 㻞㻤㻢 㻠 㻝 㻞 㻣 建設中１基アレバ社（EPR)受注
第19位 ブルガリア 㻞㻜㻜 㻞 㻝 㻟 東芝・ＷＨ社(AP1000)１基受注
第20位 ハンガリー 㻞㻜㻜 㻠 㻠 旧ソ連４基建設
第21位 ブラジル 㻝㻥㻥 㻞 㻝 㻟 ＷＨ社１基、ドイツ１基建設、アレバ社１基受注
第22位 スロバキア 㻝㻥㻡 㻠 㻞 㻢 建設中２基ヨーロッパ共同プロジェクト
第23位 南アフリカ 㻝㻥㻠 㻞 㻞
第24位 ルーマニア 㻝㻠㻝 㻞 㻟 㻡 新設２基中国受注
第25位 メキシコ 㻝㻟㻢 㻞 㻞 ＧＥ社２基建設
第26位 アルゼンチン 㻝㻜㻜 㻞 㻝 㻟 ドイツ２基建設、中国１基受注
第27位 イラン 㻝㻜㻜 㻝 㻝 㻞 ロシア１基建設、その他をロシア受注
第28位 パキスタン 㻣㻤 㻟 㻞 㻞 㻣 中国３基建設、残りも中国受注
第29位 スロベニア 㻣㻟 㻝 㻝 ＷＨ社建設
第30位 オランダ 㻡㻝 㻝 㻝
第31位 アルメニア 㻠㻜 㻝 㻝 旧ソ連建設
第32位 㼁㻭㻱 㻞 㻞 㻠 建設中2基韓国受注
第33位 ベラルーシ 㻝 㻝 㻞 ロシア受注
第34位 トルコ 㻤 㻤 最初の2基ロシア、次の2基三菱・アレバ受注
第35位 インドネシア 㻠 㻠 最初の計画中断、高温ガス炉検討中
第36位 ベトナム 㻠 㻠 最初の2基ロシア、次の2基日本
第37位 バングラデシュ 㻞 㻞 ロシア受注
第38位 エジプト 㻞 㻞 国際入札予定
第39位 リトアニア 㻝 㻝 日立(ABWR)受注
第40位 ヨルダン 㻝 㻝 日本とフランス破れ、ロシア受注
第41位 イスラエル 㻝 㻝
第42位 カザフスタン 㻝 㻝 東芝受注見込み













第 2位はフランスの運転中 58基、建設中１基であり、第 3位は日本の運転中（正
確には運転停止中）48基、建設中４基、計画中８基であり、第４位はロシア
の運転中 29基、建設中 11基、計画中 17基であり、第 5位は韓国の運転中 23基、
建設中５基、計画中４基であり、第 6位は中国の運転中 17基、建設中 31基、









2013 年中に世界では、アメリカでは 35 年ぶりに 4 基が新規に本格着工し
たほか、韓国、中国、インドでも新規着工があった。こうした動きにより、
































































































カの海外石油依存度は、1973 年の 36％から、1990 年の 44％、2000 年の































































　第二に、プライス・アンダーソン法（2003 年 12 月 31 日に失効）を 2025
年 12月 31日までの 20年間延長する。この法律は、原子力発電所運営事業者
出所）「バイオ燃料頼みの危うさ　穀物高騰や生
産効率が課題 」
『日本経済新聞』2012 年 10 月 22 日 7:00





































































　しかし、2006 年 10 月に前者のウェスティング・ハウス社（WH 社）は、








































































































































たえている。2014 年現在、アメリカの原発は 100 基が運転中である。ピー


























































毎日新聞 2015 年２月 15 日東京朝刊。　　　　　　　　　　　　　　　
http://mainichi.jp/shimen/news/20150215ddm001020154000c.html














































『九州国際大学国際関係学論集』第 7巻第 1号、2001年 9月。
　この論文は、同著『原発依存と地球温暖化論の策略　経済学からの批判的考察』法律文化
社、2011年に所収。
14 一ノ瀬忠之「ロシアの原子力産業の現状」ユーラシア研究所 2012年 5月 22日。
http://yuken-jp.com/report/2012/05/22/ロシアの原子力産業の現状 -一ノ渡 -忠之 /
15「露原子力国営企業ロスアトム　福島事故後、計 60基の原発輸出計画」産経新聞　2014
年 1月 12日 14時 35分。
http://www.sankei.com/world/news/140112/wor1401120017-n1.html














































































































































































































でにエネルギー自給率の大幅な向上 （約 18%から約 4割へ）とエネルギー起源
CO2の 30%削減を目指す。特に、原発政策においては、「2030年に向けた目標」
として原子力発電を推進して、新増設は 2020年までに９基、2030年までに 14













































































































出所）『朝日新聞』2014 年 10 月 27 日　5 時 00 分
http://www.asahi.com/articles/photo/AS20141027000264.html



























































































　次に、トルコとの原子力協定の締結をみると、2013年 4 月 26 日に東京で











































































２−６　安倍政権の「エネルギー基本計画」（2014 年 4 月）

























































































































































出所）『朝日新聞』2014 年 11 月 17 日付。
図７）日本の海外での主な原発事業（2014 年 8 月 1 日現在）
世界の原発産業と日本の原発輸出（中野洋一）
― 45 ―






























































































であり、日本とは 2011 年 5 月６日にすでに原子力協定が発効している。そ
の報道によれば、カザフスタンは 2020年代に５ヵ所程度の原発建設を計画し
ている。東芝がカザフスタンに原子炉を輸出する交渉を進めており、子会社





















































































































客　先 原子力施設名 出　力 受注・納入施設 納入年月
日本原子力研究開発機構 臨界実験装置 (3基)臨界実験装置 1959年10月～
1962年8月
日本原子力研究開発機構 国産１号研究炉(JRR-3) 0:W 計測制御装置、 1962年1月
破損燃料検出装置ほか
日本原子力研究開発機構 動力試験炉(JPDR) 0:H タービン発電機ＢＯＰ設備 1963年12月
日本原子力研究開発機構 材料試験炉(JMTR) 0:W 計測制御装置ほか 1967年12月
日本原子力発電（株） 敦賀発電所1号機 0:H 格納容器ＢＯＰ設備 1970年3月
(タービン、発電機を除く)
東京電力（株） 福島第一原子力発電所1号機 0:H 原子炉蒸気供給系機器 1971年3月
電気据付工事、配管
東京電力（株） 福島第一原子力発電所2号機 0:H 原子炉蒸気供給系機器ＢＯＰ設備 1974年7月
(タービン、発電機を除く) 
中部電力（株） 浜岡原子力発電所1号機 0:H 原子炉系設備 1976年3月
東京電力（株） 福島第一原子力発電所3号機 0:H 発電設備一式 1976年3月
日本原子力研究開発機構 高速実験炉「常陽」 0:H 原子炉機器、格納容器ほか 1977年3月
東京電力（株） 福島第一原子力発電所5号機 0:H 発電設備一式 1978年4月
中部電力（株） 浜岡原子力発電所2号機 0:H 原子炉系設備 1978年11月
日本原子力研究開発機構 新型転換炉「ふげん」 0:H 格納容器、タービン、発電機 1979年3月
東京電力（株） 福島第一原子力発電所6号機 0:H 原子炉蒸気供給系ＢＯＰ設備 1979年10月
東京電力（株） 福島第二原子力発電所1号機 0:H 発電設備一式 1982年4月
東北電力（株） 女川原子力発電所1号機 0:H 発電設備一式 1984年6月
東京電力（株） 福島第二原子力発電所3号機 0:H 発電設備一式 1985年6月
東京電力（株） 柏崎刈羽原子力発電所1号機 0:H 発電設備一式 1985年9月
中部電力（株） 浜岡原子力発電所3号機 0:H 原子炉系設備 1987年8月
東京電力（株） 柏崎刈羽原子力発電所2号機 0:H 発電設備一式 1990年9月
日本原子力研究開発機構 高速増殖原型炉「もんじゅ」 0:H 遮蔽プラグ、タービン、 [1994年4月臨界]
発電機ほか
東京電力（株） 柏崎刈羽原子力発電所3号機 0:H 発電設備一式 1993年8月
中部電力（株） 浜岡原子力発電所4号機 0:H 原子炉系設備 1993年9月
日本原燃（株） 六ヶ所ウラン濃縮工場 高周波電源設備、 1994年9月
第1期工事分(600トンSWU/年) 計測制御設備ほか
日本原燃（株） 高レベル放射性廃棄物 計測制御設備、電気設備、 1995年4月
貯蔵管理センター 検査設備ほか
東北電力（株） 女川原子力発電所2号機 0:H 発電設備一式 1995年7月
東京電力（株） 柏崎刈羽原子力発電所6号機 0:H 原子炉蒸気供給系機器 1996年11月
東京電力（株） 柏崎刈羽原子力発電所7号機 0:H ＢＯＰ設備 1997年7月
(タービン、発電機を除く) 
日本原子力研究開発機構 高温工学試験研究炉(HTTR) 0:W 反応度制御設備、 1997年10月
中間熱交換器ほか
日本原燃（株） 六ヶ所ウラン濃縮工場 高周波電源設備、 1998年10月
第2期工事前半分(450トンSWU/年) 計測制御設備ほか
東北電力（株） 女川原子力発電所3号機 0:H 原子炉系設備 2002年1月
中部電力（株） 浜岡原子力発電所5号機 0:H 原子炉設備 2005年1月












3 月期が 2402 億円、2012 年 3 月期が 2066 億円、2013 年 3 月期が 1943 億
円となり、減収が続いたが、2014 年 3 月期は 2908 億円（同年度売上高は 6
兆 5025億円）となり、反転して増益となった。今後はさらに活発な海外の原
発力事業の展開よって 4000億円を目指している。なお、ライバルの日立製作




2013年度の売上高６兆 5025億円の内訳は、日本が 42％、欧米が 31％、新興
国が 27％であったが、2016年度には売上高７兆 5000億円、その内訳は、日











































































原子炉容器(RV) フィンランド1基 23基 27基
中国3基




蒸気発生器(GS) 米国6基 106基（含取替用32基） 137基
ベルギー10基 （3基製造中）
フランス15基（3基製造中）
加圧器(Prz) 米国1基 23基 24基



























































2400万ユーロ（約 3540億円）、2012年 12月期に 9900万ユーロ（約 140億円）、




























GDPは１万 4800ドル、欧州第６位、世界第 17位の経済規模 (2012年現在 )で、
2023年に世界第 10位の経済大国になるという目標を立てている。
　最初に、アックユ原発建設についての簡単な経緯と契約内容を説明す










社 (TETAS)」が ANPPから固定価格 １キロワット当たり 12.35セントで 15
年間電力を購入する。ANPPは、建設、運転、保守、廃炉措置、使用済燃料・
放射性廃棄物管理、損害 賠償に責任を負い、「廃炉措置」と「使用済燃料・放


























































































の内定 )を付与した。国際企業連合 (三菱重工業、伊藤忠、フランスの GDF
スエズ、トルコの発電会社 EUAS)が「プロジェクト会社」を設立し、アトメ
ア社 (三菱重工業とアレバ社の合弁会社 )の最新の加圧水型炉（PWR）「アト
































いる。シノップ原発の建設コストは、220～ 250億ドル (約 2兆 2000億円～
















































































































































































　　　 出所）『しんぶん赤旗』2013 年 12 月２日付より。
　　　 http://www.jcp.or.jp/akahata/aik13/2013-12-02/2013120201_04_1.html　
























































































34「仏アレバが経営再建策　14 年通期、４期連続の最終赤字」日本経済新聞 2015 年３月
４日 22時 42分。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASGM04H7B_U5A300C1FF2000/
「揺らぎ始めた『原発大国フランス』」2015 年 01 月 08 日 17 時 12 分 JST 更新 : 2015






37 一ノ瀬忠之「ロシアの原子力産業の現状」ユーラシア研究所 2012年 5月 22日。
http://yuken-jp.com/report/2012/05/22/ロシアの原子力産業の現状 -一ノ渡 -忠之 /
鈴木真奈美、前掲書、211頁。























45「原発賠償条約に日本加盟へ　原発輸出加速も」『朝日新聞』2014年 10月 24日６時 43分。
http://www.asahi.com/articles/ASGBR52BGGBRULZU012.html
46 第 45回原子力委員会資料第 1号「原子力損害賠償に関する条約について」文部科学省原子
力損害賠償対策室、平成 23年 11月 15日。
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2011/siryo45/siryo1.pdf
47「原発輸出、想定外リスク　三菱重に 138億円超請求」『朝日新聞』2013年 7月 20日付。
『日本経済新聞』2013年 11月 11日付の記事。
http://www.nikkei.com/article/DGXZZO62265460X01C13A1000000/
48「原発輸出　実物見ず審査」『毎日新聞』2013年 12月 22日付。
49『西日本新聞』2014年 11月 29日付。
50『しんぶん赤旗』2013年 12月２日付の記事より。
http://www.jcp.or.jp/akahata/aik13/2013-12-02/2013120201_04_1.html
